
二
○
○
二
年
七
月
に
価
格
・
賃
金
に
関
す
る
改
革
が
行
わ
れ
る
と
、
翌

二
○
○
三
年
に
発
表
さ
れ
た
こ
の
年
度
の
国
家
予
算
の
決
算
に
関
す
る
報

告
で
は
、
歳
入
歳
出
と
も
に
計
画
の
達
成
率
の
み
が
公
表
さ
れ
、
国
家
予

算
上
物
価
の
上
昇
が
ど
れ
く
ら
い
に
な
る
の
か
さ
え
も
不
明
で
あ
っ
た
。

ま
た
、
最
近
の
二
○
○
七
年
四
月
一
一
日
に
発
表
さ
れ
た
国
家
財
政
報
告

も
、
二
○
○
六
年
度
予
算
の
決
算
に
つ
い
て
歳
入
は
前
年
比
と
計
画
の
達

成
率
、
歳
出
は
計
画
の
達
成
率
の
み
が
発
表
さ
れ
、
総
額
が
い
く
ら
に
な

る
の
か
金
額
が
示
さ
れ
な
か
っ
た
。

総
額
の
金
額
は
、
前
年
度
や
そ
れ
以
前
の
実
績
か
ら
発
表
さ
れ
た
前
年

比
や
計
画
達
成
率
な
ど
か
ら
計
算
す
る
こ
と
で
、
基
本
的
に
把
握
す
る
こ

と
が
で
き
る
。
し
か
し
、
歳
出
お
よ
び
歳
入
の
各
項
目
と
な
る
と
、
そ
の

シ
ェ
ア
や
金
額
が
発
表
さ
れ
る
場
合
は
多
く
な
く
、
前
年
比
の
み
が
断
片

的
に
発
表
さ
れ
る
場
合
や
、
報
告
で
ま
っ
た
く
触
れ
ら
れ
な
い
場
合
も
あ

る
。
ま
た
、
数
値
が
発
表
さ
れ
て
も
発
表
の
表
現
が
紛
ら
わ
し
く
、
そ
れ

が
ど
の
項
目
に
属
す
る
も
の
か
は
っ
き
り
し
な
い
場
合
も
あ
る
。
し
た
が

朝
鮮
民
主
主
義
人
民
共
和
国
の

国
家
財
政
構
造

経
済
指
標
の
発
表
が
乏
し
い
朝
鮮
民
主
主
義
人
民
共
和
国
に
お
い
て
、
国
家
財
政
に
関
す
る
指
標
は
唯
一
継
続
的
に
発

表
さ
れ
て
い
る
も
の
で
あ
る
。
一
九
九
五
年
の
水
害
の
打
撃
か
ら
の
回
復
の
た
め
に
国
際
援
助
を
求
め
て
い
た
こ
ろ
は
、

様
々
な
経
済
指
標
が
国
際
機
関
に
伝
達
さ
れ
て
い
た
が
、
食
糧
問
題
が
峠
を
越
す
と
、
そ
う
し
た
指
標
の
多
く
は
発
表

さ
れ
な
く
な
っ
た
。
そ
の
た
め
国
家
財
政
報
告
が
こ
の
国
の
経
済
状
況
を
知
る
た
め
に
よ
り
重
要
な
も
の
に
な
っ
て
い

る
の
で
あ
る
。
と
こ
ろ
が
、
最
高
人
民
会
議
（
国
会
に
相
当
）
で
発
表
さ
れ
る
国
家
財
政
報
告
は
、
お
そ
ら
く
ど
の
国

の
も
の
よ
り
、
不
親
切
で
あ
る
。

中
川
雅
彦

っ
て
、
こ
の
国
の
予
算
内
容
を
単
年
度
の
国
家
財
政
報
告
の
み
を
見
て
把

握
す
る
こ
と
は
で
き
ず
、
複
数
年
度
の
国
家
財
政
報
告
を
照
合
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

こ
こ
で
は
、
二
○
○
二
年
の
価
格
・
賃
金
改
革
以
後
の
経
済
状
況
を
示

す
基
本
的
な
指
標
と
し
て
、
国
家
予
算
に
関
し
、
そ
の
総
額
の
分
析
に
よ

っ
て
基
本
的
な
財
政
状
況
を
把
握
し
た
う
え
で
、
歳
入
お
よ
び
歳
出
の
各

項
目
で
主
な
も
の
に
関
し
、
そ
の
金
額
を
分
析
し
て
こ
の
国
の
財
政
上
の

問
題
点
を
明
ら
か
に
す
る
。

●
国
家
予
算
の
概
念

こ
の
国
で
国
家
予
算
と
い
う
場
合
、
国
家
の
機
能
を
遂
行
す
る
の
に
必

要
な
資
金
を
計
画
に
基
づ
い
て
集
め
、
分
配
す
る
こ
と
を
い
う
。
し
か
し
、

こ
れ
が
事
実
上
二
つ
の
意
味
で
用
い
ら
れ
て
い
る
こ
と
に
気
を
つ
け
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
一
つ
は
中
央
政
府
と
地
方
政
府
の
そ
れ
ぞ
れ
の
予
算
を

総
称
し
て
い
う
場
合
で
あ
り
、
も
う
一
つ
は
中
央
政
府
の
そ
れ
に
限
定
し

分
析
リ
ポ
ー
ト
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て
い
う
場
合
で
あ
る
。
前
者
は
「
国
家
総
合
予
算
」
と
も
呼
ば
れ
る
。
後

者
は
「
中
央
予
算
」
と
も
呼
ば
れ
る
。
国
家
財
政
報
告
で
は
、
主
に
後
者

の
意
味
で
用
い
ら
れ
る
。

と
こ
ろ
が
、
国
家
財
政
報
告
で
は
た
ま
に
、
し
か
も
紛
ら
わ
し
い
表
現

で
「
国
家
予
算
」
が
国
家
総
合
予
算
の
ほ
う
の
意
味
で
使
わ
れ
て
い
る
こ

と
が
あ
る
。
た
と
え
ば
、
二
○
○
六
年
度
国
家
財
政
報
告
の
な
か
に
同
年

度
予
算
計
画
に
関
し
て
次
の
よ
う
な
文
が
あ
る
。「
国
家
予
算
歳
入
計
画

は
昨
年
よ
り
一
○
七
・
一
％
に
増
や
し
、
そ
の
な
か
で
七
八
・
一
％
は
中

央
予
算
で
、
二
一
・
八
％
は
地
方
予
算
で
保
障
す
る
こ
と
を
予
定
し
た
」。

素
直
に
読
む
と
、
二
○
○
六
年
度
の
国
家
予
算
歳
入
計
画
は
二
○
○
五
年

度
の
国
家
予
算
歳
入
実
績
の
金
額
の
一
○
七
・
一
％
に
な
る
よ
う
に
増
加

し
、
そ
の
二
○
○
六
年
度
の
国
家
予
算
歳
入
の
七
八
・
一
％
が
中
央
予
算

歳
入
で
二
一
・
一
％
が
地
方
予
算
歳
入
に
な
る
と
い
う
こ
と
に
な
る
が
、

こ
れ
は
誤
り
で
あ
る
。
こ
の
と
お
り
に
計
算
す
る
と
、
歳
入
の
各
項
目
の

合
計
が
歳
入
総
額
を
上
回
っ
て
し
ま
う
な
ど
、
計
算
上
矛
盾
が
生
じ
て
し

ま
う
。
実
は
、
こ
の
文
で
は
「
国
家
予
算
」
と
い
う
言
葉
が
先
に
述
べ
た

二
つ
の
意
味
で
同
時
に
使
わ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
こ
の

文
を
正
し
く
理
解
す
る
た
め
に
字
句
を
補
っ
た
う
え
で
わ
か
り
や
す
く
表

現
す
る
と
、
次
の
よ
う
に
な
る
。「
国
家
総
合
予
算
歳
入
計
画
の
う
ち
中

央
予
算
の
歳
入
計
画
は
総
額
を
昨
年
の
そ
れ
の
一
○
七
・
一
％
と
な
る
よ

う
に
増
や
す
予
定
で
あ
る
。
そ
れ
に
よ
っ
て
、
国
家
総
合
予
算
歳
入
計
画

は
そ
の
な
か
の
七
八
・
一
％
が
中
央
予
算
の
歳
入
と
な
り
、
二
一
・
一
％

が
地
方
予
算
の
歳
入
と
な
る
予
定
で
あ
る
」。

同
様
に
、
国
家
財
政
報
告
の
な
か
で
紛
ら
わ
し
い
も
の
に
地
方
予
算
収

入
が
あ
る
。
地
方
予
算
収
入
の
主
な
も
の
は
、
地
方
企
業
の
国
家
企
業
利

得
金
、
国
営
お
よ
び
地
方
企
業
の
地
方
税
に
相
当
す
る
地
方
維
持
金
で
あ

る
。
こ
れ
は
地
方
政
府
が
集
め
て
用
い
る
も
の
で
あ
り
、
基
本
的
に
中
央

政
府
の
も
の
で
は
な
い
。
地
方
予
算
収
入
の
う
ち
、
地
方
政
府
が
自
分
で

使
う
支
出
分
を
差
し
引
い
た
黒
字
分
は
中
央
政
府
に
上
納
し
な
け
れ
ば
な

ら
ず
、
こ
の
こ
と
を
こ
の
国
で
は
「
地
方
予
算
制
」
と
い
う
。
そ
し
て
、

こ
の
黒
字
分
を
「
地
方
納
付
金
」
と
い
う
が
、
中
央
予
算
に
直
接
貢
献
す

る
の
は
こ
の
地
方
納
付
金
で
あ
っ
て
、
地
方
予
算
収
入
そ
の
も
の
で
は
な

い
。
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
国
家
財
政
報
告
で
は
地
方
予
算
収
入
の
伸
び
率

に
つ
い
て
言
及
さ
れ
る
こ
と
が
多
い
。
そ
の
た
め
、
地
方
予
算
収
入
と
地

方
納
付
金
と
を
混
同
し
て
し
ま
う
危
険
が
あ
り
、
か
つ
て
筆
者
自
身
も
そ

の
よ
う
に
誤
解
し
て
い
た
こ
と
が
あ
る
。

こ
の
地
方
予
算
収
入
に
つ
い
て
は
継
続
的
な
伸
び
が
確
認
さ
れ
る
。
そ

し
て
、
中
央
予
算
収
入
を
意
味
す
る
国
家
予
算
歳
入
と
地
方
予
算
収
入
と

の
比
は
二
○
○
四
年
度
の
八
四
対
一
六
だ
っ
た
も
の
が
二
○
○
五
年
度
に

は
七
七
対
二
三
に
な
っ
て
い
る
。
た
だ
し
、
支
出
の
実
績
に
つ
い
て
は
発

表
さ
れ
た
こ
と
が
な
く
、
黒
字
分
で
あ
る
地
方
納
付
金
の
実
績
も
発
表
さ

れ
て
い
な
い
（
表
１
）。
地
方
経
済
の
回
復
状
況
は
ま
ず
ま
ず
の
と
こ
ろ

な
の
で
あ
ろ
う
が
、
地
方
自
身
の
支
出
も
増
加
し
て
し
ま
い
、
国
家
に
上

納
す
る
分
は
国
家
の
側
が
期
待
す
る
ほ
ど
収
め
ら
れ
て
い
な
い
と
い
う
こ

と
で
あ
ろ
う
。

●
国
家
予
算
規
模

こ
こ
で
は
、「
国
家
予
算
」
と
い
う
場
合
は
狭
義
の
国
家
予
算
、
す
な

わ
ち
中
央
政
府
の
予
算
に
限
っ
て
使
用
す
る
。
そ
も
そ
も
国
家
予
算
の
総

額
や
そ
の
上
昇
率
は
マ
ク
ロ
経
済
の
動
き
を
反
映
す
る
重
要
な
指
標
で
あ

り
、
二
○
○
二
年
の
賃
金
・
価
格
改
革
以
前
の
国
家
予
算
総
額
は
金
額
が

公
表
さ
れ
て
き
た
た
め
、
規
模
や
内
容
を
知
る
こ
と
は
容
易
で
あ
る
。
一

九
九
五
年
の
大
水
害
に
よ
る
打
撃
で
国
家
予
算
の
規
模
が
急
激
に
小
さ
く

な
り
、
九
八
年
か
ら
そ
れ
が
回
復
過
程
に
入
っ
た
こ
と
は
知
ら
れ
て
い
る
。

物
価
の
大
幅
な
調
整
が
行
わ
れ
た
二
○
○
二
年
度
の
国
家
予
算
に
関
す

る
数
値
は
、
前
述
の
よ
う
に
計
画
の
達
成
率
の
み
で
あ
り
、
そ
れ
も
物
価

上
昇
を
除
い
た
も
の
が
発
表
さ
れ
た
。
こ
の
発
表
で
は
歳
入
や
歳
出
の
実

質
増
加
率
を
計
算
す
る
こ
と
は
で
き
る
が
、
物
価
上
昇
率
を
知
る
こ
と
は

で
き
な
い
。
幸
い
な
こ
と
に
国
家
予
算
の
規
模
に
つ
い
て
は
、
二
○
○
四

〜
○
五
年
に
発
表
さ
れ
た
二
○
○
三
年
度
決
算
〜
二
○
○
五
年
度
計
画
に

関
す
る
報
告
で
予
算
の
金
額
を
知
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。
こ

れ
を
用
い
て
、
そ
れ
以
前
と
以
後
の
総
額
を
計
算
す
る
こ
と
が
で
き
る

2004 年 2005 年 2006 年 2007 年

収入

6,815,704＊
（全体歳入の 16.8％＊）
〈7,256,000、全体歳入
の 17.1％＊〉

7,313,032＊
（計画の 114.2％執行�、
全体歳入の 15.7％＊、
16.1％増＊）
〈6,929,100、全体歳入の
15.1％、1.7％増＊〉

12,340,554＊
（計画の 104.9％執行、
全体歳入の 23.2％＊、
68.7％増＊）
〈11,764,113＊、全体歳入
の21.9％、54.5％増＊〉

〈13,130,349＊、 全 体
歳入の 23.3％＊、6.4％
増〉

支出 〈5,363,000〉 〈5,369,000〉 ・・・ ・・・

収支（地方納付金） 〈1,893,000〉 〈1,560,100〉 ・・・ ・・・

表 1���������　��������地方予算����の動き�� （�����万ウォン�）

注���������������������������������������������������������������）��������������������������������������������������������������＊は公式発表の数値をもとにした筆者の計算値。����������������������������������������〈　〉�������������������������������������は計画段階の数値。無印は公式発表の数値。「全体歳入」とは中央予算歳入と地方
予算収入の和。
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（
表
２
お
よ
び
表
３
）。
そ
し
て
、
二
○
○
二
年
度
の
物
価
上
昇
は
、
こ

の
計
算
に
基
づ
く
と
、
一
三
倍
で
あ
っ
た
こ
と
が
わ
か
る
。

基
本
的
に
歳
入
、
歳
出
と
も
に
二
○
○
二
年
度
以
降
一
貫
し
て
、
と
き

に
は
一
○
％
以
上
も
増
加
し
て
い
る
が
、
二
○
○
六
年
度
決
算
お
よ
び
二

○
○
七
年
度
計
画
で
は
三
％
ぐ
ら
い
の
増
加
に
な
っ
て
い
る
こ
と
が
わ
か

る
。
収
支
を
見
る
と
、
二
○
○
二
〜
○
三
年
度
に
黒
字
で
あ
っ
た
も
の
が
、

二
○
○
四
年
度
か
ら
赤
字
に
転
落
し
、
二
○
○
六
年
度
ま
で
継
続
し
て
い

る
こ
と
が
わ
か
る
。
こ
の
間
、
歳
出
は
二
○
○
五
年
度
を
除
い
て
計
画
の

範
囲
内
に
抑
え
ら
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
赤
字
の
原
因
は
基
本
的
に
歳
入

が
思
う
よ
う
に
増
え
て
い
な
い
こ
と
に
あ
る
こ
と
が
わ
か
る
。

●
歳
入
項
目

二
○
○
二
年
以
後
の
国
家
予
算
の
歳
入
に
は
、
地
方
納
付
金
、
国
家
企

業
利
得
金
、
協
同
団
体
利
得
金
、
固
定
財
産

減
価
償
却
金
、
社
会
保
険
料
収
入
金
、
国
家

財
産
販
売
収
入
金
お
よ
び
価
格
偏
差
金
、
不

動
産
使
用
料
、
そ
の
他
収
入
と
い
っ
た
項
目

が
あ
る
。

①
地
方
納
付
金
と
は
、
先
に
述
べ
た
と
お

り
、
地
方
政
府
の
収
入
か
ら
地
方
政
府
自
体

の
支
出
を
引
い
て
余
っ
た
黒
字
分
を
中
央
政

府
に
上
納
す
る
も
の
で
あ
る
。

②
国
家
企
業
利
得
金
と
は
、
国
営
企
業
の

生
産
、
販
売
、
サ
ー
ビ
ス
な
ど
の
活
動
の
利

潤
か
ら
自
身
の
活
動
に
必
要
な
分
を
引
い
た

も
の
の
一
定
率
を
国
家
に
納
付
す
る
も
の
で
、

法
人
税
に
該
当
す
る
。
二
○
○
二
年
の
価
格

・
賃
金
改
革
よ
り
前
は
国
家
企
業
利
益
金
、

取
引
収
入
金
、
サ
ー
ビ
ス
料
収
入
金
に
分
か

れ
て
い
た
。

③
協
同
団
体
利
得
金
と
は
、
協
同
農
場

（
集
団
農
場
）
や
協
同
組
合
方
式
の
企
業
の
生
産
、
販
売
、
サ
ー
ビ
ス
な

ど
の
活
動
の
利
潤
か
ら
自
身
の
活
動
に
必
要
な
分
を
引
い
た
も
の
の
一
定

率
を
国
家
に
納
付
す
る
も
の
で
、
法
人
税
に
該
当
す
る
。
こ
れ
も
、
二
○

○
二
年
の
価
格
・
賃
金
改
革
よ
り
前
は
協
同
団
体
利
益
金
、
取
引
収
入
金
、

サ
ー
ビ
ス
料
収
入
金
に
分
か
れ
て
い
た
。

④
固
定
財
産
減
価
償
却
金
と
は
、
施
設
や
設
備
な
ど
の
減
耗
分
を
計
算

し
て
積
立
て
る
も
の
で
あ
り
、
本
来
国
家
予
算
歳
入
に
組
み
入
れ
ら
れ
て

い
た
が
、
二
○
○
二
年
に
企
業
に
留
保
さ
れ
る
よ
う
に
な
り
、
二
○
○
五

年
か
ら
再
び
国
家
予
算
歳
入
に
組
み
入
れ
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
も
の
で

あ
る
。

⑤
社
会
保
険
料
収
入
金
と
は
、
社
会
保
険
の
た
め
企
業
や
団
体
の
従
業

員
の
給
料
か
ら
天
引
き
さ
れ
て
国
家
に
納
付
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
。

⑥
国
家
財
産
販
売
収
入
金
お
よ
び
価
格
偏
差
金
の
う
ち
、
前
者
は
国
有

金額������（�����万ウォン�） 前年比���（��%�） 計画達成率���（％）
1998 年計画 2,019,469＊ 102.4＊ ―
1998年実績 1,979,080 100.4 98
1999 年計画 2,038,172 103 ―
1999年実績 1,980,103 100.1＊ 97.2
2000 年計画 2,040,532 103.1＊ ―

2000年実績 2,090,343 105.6＊
（��������������11億240万ウォンの増加�） 102.4

2001 年計画 2,157,080 103.2 ―
2001年実績 2,163,994.10 103.5＊ 100.3
2002 年計画 2,217,379 102.5 ―
2002年実績 28,981,700＊ 103.0＊ 100.5
2003 年計画 32,936,000 113.6 ―
2003年実績 33,232,400 114.7＊ 100.9
2004 年計画 35,126,600 105.7 ―
2004年実績 33,754,600 101.6＊ 96.1
2005 年計画 38,859,300 115.1 ―
2005年実績 39,185,700＊ 116.1 100.8
2006 年計画 41,953,300＊ 107.1 ―――
2006 年実績 40,925,500＊ 104.4 97.6
2007 年計画 43,324,100＊ 105.9 ―

表 2���������� � ���� ��　��������� � ���� ��歳入総額����� � ���� ��（���� � ���� ��1998～  2007年 �）

（�����������������������������������������注����������������������������������������）���������������������������������������＊は公式発表の数値をもとに計画段階での収支が均衡するよう調整した筆者の計算値。
無印は公式発表の数値。

金額������（�����万ウォン�） 前年比 計画達成率���（��%�） 収支������（�����万ウォン�）
1998 年計画 2,019,469＊ ・・・ ― 0＊

1998 年実績 2,001,521 ・・・ 99 -22,441＊

1999 年計画 2,038,172 101.8 ― 0＊

1999 年実績 2,001,821 100.0＊ 98.2 -21,718＊

2000 年計画 2,040,532 101.9＊ ― 0＊

2000 年実績 2,095,503 104.7＊ 102.7 -5,160＊

2001 年計画 2,157,080 102.9 ― 0＊

2001 年実績 2,167,865.4 103.5＊ 100.5 -3,871.3＊

2002 年計画 2,217,379 102.3 ― 0＊

2002 年実績 28,780,600＊ 102.1＊ 99.8 201,100＊

2003 年計画 32,936,000 114.4 ― 0＊

2003 年実績 32,343,200 112.4＊ 98.2 889,200＊

2004 年計画 35,126,600 108.6 ― 0＊

2004 年実績 34,880,700 107.8＊ 99.3 -1,126,100
2005 年計画 38,850,300 111.4 ― 0＊

2005 年実績 40,540,300＊ 116.2＊ 104.4 -1,354,600＊

2006 年計画 41,953,300＊ 103.5 ― 0＊

2006 年実績 41,926,000＊ 103.4＊ 99.9 ― 1,000,500＊

2007 年計画 43,324,100＊ 103.3 ― 0＊

表 3　歳出総額および収支（1998～  2007年）

（������������������������������������������注）＊は公式発表の数値をもとに計画段階での収支が均衡するよう調整した筆者の計算値。無
印は公式発表の数値。
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分析リポート

企
業
の
施
設
や
設
備
を
協
同
組
合
方
式
の
企
業
に
販
売
し
た
り
貸
し
た
り

す
る
と
き
に
発
生
す
る
も
の
で
あ
り
、
本
来
の
価
格
を
超
過
し
た
分
を
国

家
に
収
め
る
も
の
で
あ
る
。
後
者
は
企
業
の
活
動
の
中
で
物
資
の
購
入
と

販
売
で
価
格
差
が
生
じ
た
場
合
に
か
か
る
も
の
で
あ
る
。

⑦
不
動
産
使
用
料
収
入
金
と
は
、
二
○
○
二
年
に
協
同
農
場
が
土
地
を

賃
貸
し
て
「
土
地
使
用
料
」
を
受
け
取
る
よ
う
に
な
っ
た
こ
と
で
、
そ
こ

か
ら
国
家
に
「
土
地
使
用
料
収
入
金
」
を
納
付
す
る
こ
と
に
な
っ
た
の
が

起
源
で
あ
る
。
こ
れ
が
協
同
農
場
や
農
業
部
門
の
土
地
に
限
ら
れ
な
く
な

っ
た
、
あ
る
い
は
こ
れ
か
ら
そ
う
な
る
た
め
に
、
不
動
産
使
用
料
収
入
金

と
称
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
と
推
測
さ
れ
る
。

こ
れ
ら
の
資
金
は
す
べ
て
朝
鮮
中
央
銀
行
を
通
じ
て
国
家
に
納
付
さ
れ

る
。
各
企
業
や
機
関
は
す
べ
て
朝
鮮
中
央
銀
行
に
口
座
を
持
っ
て
お
り
、

こ
う
し
た
税
金
に
相
当
す
る
も
の
の
納
付
の
み
な
ら
ず
、
原
材
料
や
資
材

の
取
引
を
含
む
企
業
と
企
業
と
の
間
、
機
関
と
機
関
と
の
間
に
お
け
る
取

引
の
支
払
い
も
す
べ
て
そ
の
口
座
を
通
じ
て
行
う
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

こ
の
「
無
現
金
決
済
制
度
」
に
よ
っ
て
、
企
業
や
機
関
が
銀
行
か
ら
直
接

現
金
を
引
き
出
す
の
は
賃
金
の
支
払
い
な
ど
、
ご
く
一
部
に
限
ら
れ
て
い

る
。歳

入
の
各
項
目
に
関
し
て
、
そ
の
シ
ェ
ア
や
増
加
率
が
発
表
さ
れ
て
い

る
場
合
は
、
そ
の
金
額
を
計
算
す
る
こ
と
が
で
き
、
ま
た
、
金
額
が
発
表

さ
れ
て
い
る
場
合
は
、
シ
ェ
ア
や
増
加
率
を
計
算
す
る
こ
と
が
で
き
る

（
表
４
）。
各
項
目
を
比
較
し
て
み
る
と
、
国
家
企
業
利
得
金
が
歳
入
の

七
割
前
後
を
占
め
て
お
り
、
他
の
項
目
で
一
割
を
越
す
も
の
は
、
二
○
○

三
年
度
の
公
債
発
行
の
収
入
金
の
ほ
か
に
は
見
当
た
ら
な
い
。
金
額
を
計

算
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
な
指
標
が
発
表
さ
れ
て
い
な
い
社
会
保
険
料

収
入
金
に
関
し
て
は
、（
計
画
段
階
の
も
の
を
含
む
）
他
の
項
目
の
金
額

の
和
が
歳
入
の
金
額
に
ほ
と
ん
ど
等
し
い
こ
と
か
ら
し
て
、
大
き
な
も
の

で
な
い
こ
と
が
わ
か
る
。

国
家
企
業
利
得
金
が
は
っ
き
り
と
し
た
大
き
な
増
加
を
示
し
た
の
は
二

○
○
四
〜
○
五
年
で
あ
り
、
こ
れ
が
こ
の
と
き
の
歳
入
全
体
の
大
幅
増
加

を
も
た
ら
し
た
。
し
か
し
、
二
○
○
二
年
度
に
は
財
政
当
局
者
が
思
っ
た

ほ
ど
に
は
集
ま
ら
ず
、
二
○
○
三
年
度
は
前
年
度
計
画
の
数
値
よ
り
も
低

い
。
二
○
○
六
年
度
実
績
、
二
○
○
七
年
度
計
画
と
も
に
あ
ま
り
大
き
な

増
加
は
な
い
。

国
家
企
業
利
得
金
の
圧
倒
的
部
分
は
工
業
部
門
の
企
業
の
分
で
あ
る
。

工
業
部
門
で
の
生
産
を
示
す
工
業
総
生
産
額
の
増
加
率
は
二
○
○
二
年
度

と
二
○
○
三
年
度
に
そ
れ
ぞ
れ
一
二
％
増
、
一
○
％
増
と
発
表
さ
れ
て
以

来
、
言
及
さ
れ
な
く
な
っ
た
。
こ
れ
は
実
際
の
増
加
率
が
発
表
で
き
る
ほ

ど
高
く
な
か
っ
た
こ
と
を
意
味
す
る
。
国
家
予
算
歳
入
の
伸
び
の
低
下
の

直
接
の
原
因
は
工
業
部
門
に
あ
る
と
見
て
よ
い
。

●
歳
出
の
構
造

国
家
予
算
の
歳
出
の
項
目
は
大
き
く
、
人
民
経
済
発
展
資
金
、
人
民
福

利
増
進
資
金
、
国
防
と
国
家
機
関
の
管
理
に
関
す
る
支
出
の
三
種
類
に
区

分
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
れ
ま
で
発
表
さ
れ
た
各
項
目
に
関
し
て
、
歳

入
の
場
合
と
同
様
、
そ
の
金
額
、
シ
ェ
ア
、
増
加
率
を
計
算
す
る
こ
と
が

で
き
る
（
表
５
）。

①
人
民
経
済
発
展
資
金
と
は
、
生
産
部
門
に
対
す
る
投
資
で
あ
り
、
生

産
施
設
や
設
備
の
拡
張
に
用
い
ら
れ
る
基
本
建
設
費
、
そ
れ
ら
の
補
修
に

用
い
ら
れ
る
大
補
修
資
金
、
農
業
、
工
業
な
ど
の
各
部
門
に
対
す
る
投
資

で
あ
る
人
民
経
済
事
業
費
に
分
か
れ
る
。
人
民
経
済
発
展
資
金
に
は
歳
入

の
四
割
が
当
て
ら
れ
、
う
ち
、
基
本
建
設
に
は
一
・
五
割
が
、
大
補
修
資

金
に
は
○
・
五
割
が
、
人
民
経
済
事
業
費
に
は
二
割
程
度
が
配
分
さ
れ
て

い
る
。

②
人
民
福
利
増
進
資
金
と
は
、
人
々
の
文
化
生
活
に
関
す
る
支
出
で
あ

り
、
教
育
、
保
険
、
社
会
保
障
な
ど
に
関
す
る
人
民
的
施
策
費
、
文
化
、

体
育
な
ど
に
関
す
る
社
会
文
化
事
業
費
に
分
か
れ
る
。
人
民
福
利
増
進
資

金
に
は
歳
入
の
四
割
が
割
り
当
て
ら
れ
、
う
ち
、
人
民
的
施
策
費
に
三
・

五
割
、
社
会
文
化
事
業
費
に
○
・
五
割
程
度
が
配
分
さ
れ
て
い
る
。

③
国
防
費
に
は
一
・
五
割
、
国
家
管
理
費
に
は
○
・
五
割
程
度
が
配
分

さ
れ
て
い
る
。

こ
の
う
ち
継
続
的
な
金
額
の
伸
び
が
明
確
に
確
認
で
き
る
の
は
国
防
費
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で
あ
る
。
二
○
○
六
年
一
○
月
に
核
実
験
が
実
施
さ
れ
る
と
、
二
○
○
七

年
四
月
に
就
任
し
た
金
英
日
総
理
は
内
閣
事
業
報
告
の
な
か
で
、「
不
敗

の
国
防
力
」
を
持
つ
よ
う
に
な
っ
た
の
で
「
今
後
す
べ
て
の
力
を
経
済
建

設
に
集
中
す
る
」
と
宣
言
し
た
。
そ
れ
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
二
○
○
七
年

度
予
算
計
画
で
国
防
費
は
歳
出
で
の
シ
ェ
ア
が
例
年
と
変
わ
ら
な
い
水
準

の
一
五
・
八
％
、
金
額
は
前
年
よ
り
二
％
増
加
し
て
策
定
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
な
国
防
費
の
下
方
硬
直
性
は
経
済
全
般
の
大
き
な
負
担
に
な
っ

て
い
る
こ
と
は
間
違
い
な
い
。

歳
出
項
目
の
中
で
経
済
の
回
復
を
推
進
す
る
の
は
国
家
に
よ
る
投
資
で

あ
る
人
民
経
済
発
展
資
金
で
あ
り
、
金
額
の
わ
か
る
二
○
○
四
年
度
か
ら

二
○
○
六
年
度
に
関
し
て
、
少
な
く
と
も
二
○
○
五
年
度
と
二
○
○
六
年

度
に
堅
実
な
伸
び
が
見
ら
れ
る
。
し
か
し
、
そ
の
内
訳
を
見
る
と
別
の
姿

が
浮
か
ん
で
く
る
。

●
国
家
に
よ
る
投
資

金
額
が
わ
か
る
二
○
○
四
年
度
か
ら
二
○
○
六
年
度
ま
で
の
人
民
経
済

発
展
資
金
の
う
ち
、
計
画
で
金
額
が
発
表
さ
れ
て
い
る
の
は
二
○
○
四
年

度
と
二
○
○
五
年
度
の
人
民
経
済
発
展
事
業
費
と
基
本
建
設
に
関
し
て
の

み
で
あ
り
、
こ
れ
ら
の
実
績
は
発
表
さ
れ
て
い
な
い
。
残
り
の
大
補
修
資

金
に
つ
い
て
は
計
画
で
も
実
績
で
も
言
及
さ
れ
て
い
な
い
。

こ
の
う
ち
二
○
○
四
年
度
に
関
し
て
は
、
人
民
経
済
発
展
資
金
そ
の
も

の
が
計
画
よ
り
も
低
い
金
額
し
か
執
行
さ
れ
て
お
ら
ず
、
同
年
度
の
人
民

経
済
事
業
費
と
基
本
建
設
の
実
績
に
つ
い
て
発
表
が
な
い
の
は
、
計
画
で

の
金
額
よ
り
も
低
い
金
額
し
か
執
行
で
き
な
か
っ
た
た
め
と
理
解
さ
れ
る
。

し
か
し
二
○
○
五
年
度
に
つ
い
て
は
事
情
が
異
な
る
。
同
年
度
の
人
民
経

済
発
展
資
金
の
実
績
は
計
画
よ
り
も
大
き
な
金
額
と
な
る
。
し
か
し
、
人

民
経
済
事
業
費
と
基
本
建
設
の
実
績
は
発
表
さ
れ
て
お
ら
ず
、
計
画
よ
り

も
低
い
金
額
で
執
行
さ
れ
た
可
能
性
が
高
い
。
と
す
れ
ば
、
人
民
経
済
発

展
資
金
の
実
績
で
計
画
よ
り
も
多
い
分
、
そ
し
て
人
民
経
済
事
業
費
と
基

本
建
設
の
実
績
で
計
画
よ
り
も
少
な
い
分
は
大
補
修
事
業
に
回
さ
れ
た
こ

と
に
な
る
。

2002 �年 2003 �年 2004 �年 2005 �年 2006 �年 2007 �年

歳入総額 28,981,700＊
（�����3.0%�増＊）

33,232,400＊
（������14.6%�増＊）

33,754,600＊
（������5.7%��増）

39,185,700＊
（�������16.1%��増）

40,925,500＊
（������4.4%��増）

〈����������43,324,100＊、
5.9%��増〉

地方納付金 ・・・ 471,510
（歳入の ����1.4%＊）

〈������������1,893,000���、歳入
の ����5.4%＊、�����301.5
％増＊〉

（多くの資金）
〈国防費義務納付金
として ����������1,560,100�、
歳入の ����4.0%＊〉

（多くの資金）

国家企業利得金 〈����������22,489,799＊、
歳入の ������77.6%�〉

20,883,433＊
（歳入の �����62.8%＊）

24,776,828＊
（歳入の �����73.4%＊、
18.6%�増＊）
〈������������26,329,200��、歳
入の �����75.0�％＊、
16.5%��増〉

28,295,137＊（歳入
の�����72.2%＊、�����14.2%
増）
〈�������������28,120,700���、歳入
の�����72.4�％＊、�����13.5%
増〉

〈����������30,332,386＊、歳
入の �����72.3%＊、����7.2%
増〉

〈����������32,274,565＊＊、
歳入の �����74.5%＊＊、
6.4%��増〉

協同団体利得金

384,686.34＊（歳入
の ����1.1%＊）
〈�����������372,000����、歳入の
1.1�％＊、増やす〉

478,165＊（歳入の
1.2%＊、�������24.3%��増）
〈�����������417,000����、歳入の
1.1�％＊、������8.4%��増〉

〈�������589,099＊、歳入の
1.4%＊、�������23.2%��増〉

〈�������615,609＊＊、歳入
の����1.4%＊＊、������4.5%��増〉

固定財産減価償却金 ― ― ― 〈������������2,800,000���、歳入
の ����7.2%＊〉

〈���������2,850,400＊＊、歳
入の����6.8%＊＊、����1.8%
増〉

〈���������3,124,038＊＊、
歳入の����7.2%＊＊、����9.6%
増〉

社会保障料 ・・・ ・・・ ・・・ （������5.7%��増）
〈����3%��増〉 〈������141%��増〉 〈�������15.1%��増〉

不動産使用料 ・・・ ・・・
〈土地使用料収入金
2,439,800���、歳入
の ����6.9%＊〉

〈土地使用料収入金
2,376,000���、歳入
の ����6.1%＊、����2.6%
減＊＊〉

〈���������2,661,120＊＊、歳
入の ����6.3%＊＊、���12%
増〉

〈���������3,070,932＊＊、
歳入の����7.1%＊＊、�����15.4%
増〉

財産販売および
価格偏差 ・・・ ・・・ 〈������������3,327,900���、歳入

の ����9.4%＊〉
〈������������2,530,000���、歳入
の ����6.5%＊〉

〈���������2,573,010＊＊、歳
入の����6.1%＊＊、����1.7%
増〉

・・・

その他
〈公債収入金
4,436,696���、歳入
の �����13.3%＊〉

〈������������2,495,000���、歳入
の ����7.1%＊〉

（������0.3%��増）
〈������������2,450,000���、歳入
の �����6.3%�〉

〈���������2,472,050＊＊、歳
入の����5.9%＊＊、����0.9%
増〉

・・・

表 4���������� � ���� ���　��������� � ���� ���歳入内訳����� � ���� ���（���� � ���� ���2004 ～ 2007年�� ）� （万ウォン）

（���������������������������������������������������������������������������注��������������������������������������������������������������������������）�������������������������������������������������������������������������＊は公式発表の数値をもとにした筆者の計算値。＊＊は実績の発表の代わりに計画段階の数値を用いて操作した数値。��������������������〈　〉�����������������は計画段階の数値。無印は公式発表の
数値。
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分析リポート

そ
も
そ
も
二
○
○
四
年
度
計
画
で
は
人
民
経
済
発
展
資
金
は
一
四
四
一

億
ウ
ォ
ン
、
う
ち
人
民
経
済
事
業
費
が
八
二
八
億
ウ
ォ
ン
、
基
本
建
設
が

五
二
三
億
ウ
ォ
ン
と
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
発
表
さ
れ
な
か
っ
た
大
補

修
事
業
費
は
一
○
八
億
ウ
ォ
ン
を
見
込
ん
で
い
た
こ
と
が
わ
か
る
。
そ
し

て
二
○
○
五
年
度
計
画
で
は
人
民
経
済
発
展
資
金
が
約
一
六
二
四
億
ウ
ォ

ン
、
う
ち
人
民
経
済
事
業
費
が
九
七
四
億
ウ
ォ
ン
、
基
本
建
設
が
五
三
四

億
ウ
ォ
ン
と
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
発
表
さ
れ
な
か
っ
た
大
補
修
事
業

費
が
一
一
六
億
ウ
ォ
ン
で
見
込
ま
れ
て
い
た
こ
と
が
わ
か
る
。
こ
う
し
た

計
画
で
の
数
値
を
比
較
す
る
だ
け
で
も
、
大
補
修
事
業
費
は
七
％
以
上
の

増
加
で
あ
る
。
こ
れ
に
人
民
経
済
発
展
資
金
の
実
績
の
計
画
に
対
す
る
差

額
五
○
億
ウ
ォ
ン
を
加
え
た
と
す
る
と
、
こ
の
伸
び
率
は
五
四
％
に
も
な

る
。
そ
し
て
、
二
○
○
四
年
度
の
実
績
は
上
記
の
金
額
よ
り
も
低
い
と
考

え
ら
れ
る
の
で
、
実
際
の
伸
び
率
は
も
っ
と
高
く
な
る
は
ず
で
あ
る
。

大
補
修
事
業
費
が
膨
張
す
る
理
由
は
、
国
家
予
算
の
歳
入
面
で
も
考
察

す
る
べ
き
問
題
で
あ
る
。
そ
れ
は
大
補
修
事
業
の
原
資
は
、
制
度
上
、
国

家
予
算
内
に
積
立
て
ら
れ
た
固
定
財
産
減
価
償
却
金
と
な
っ
て
い
る
か
ら

で
あ
る
。
二
○
○
二
年
に
固
定
財
産
減
価
償
却
金
を
国
家
予
算
収
入
の
項

目
か
ら
は
ず
し
て
企
業
に
留
保
さ
せ
る
よ
う
に
す
る
措
置
が
講
じ
ら
れ
た
。

こ
れ
に
よ
っ
て
多
く
の
企
業
は
そ
の
減
価
償
却
金
を
取
り
崩
す
よ
う
に
な

っ
た
が
、
こ
の
国
の
基
幹
産
業
で
あ
る
重
厚
長
大
型
の
産
業
に
と
っ
て
は
、

こ
う
し
た
産
業
の
性
質
上
減
価
償
却
の
期
間
が
長
い
た
め
、
国
家
計
画
に

よ
っ
て
施
設
や
設
備
の
更
新
を
行
っ
て
い
た
と
き
よ
り
も
不
利
益
を
被
る

こ
と
に
な
っ
た
。
そ
の
た
め
、
二
○
○
五
年
度
に
固
定
財
産
減
価
償
却
金

が
再
び
国
家
予
算
の
中
で
積
立
て
ら
れ
る
よ
う
に
な
り
、
国
家
予
算
収
入

計
画
で
も
そ
の
金
額
が
策
定
さ
れ
た
。

し
か
し
、
固
定
資
産
減
価
償
却
金
の
納
付
実
績
に
関
す
る
発
表
は
な
さ

れ
な
か
っ
た
。
こ
れ
は
企
業
に
よ
る
減
価
償
却
金
の
納
付
の
状
況
が
芳
し

く
な
か
っ
た
こ
と
を
表
し
て
い
る
。

一
方
、
固
定
財
産
減
価
償
却
金
を
予
算
に
計
上
し
た
国
家
は
そ
の
分
、

企
業
か
ら
の
減
価
償
却
金
の
納
付
状
況
に
か
か
わ
ら
ず
、
自
分
の
責
任
で

企
業
の
大
補
修
事
業
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
く
な
っ
た
。
企
業
の
施
設

2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年

歳出総額 28,780,600＊
（�����2.1%増＊）

32,343,200＊
（�������12.3%増�）

34,880,700
（�����7.8%増＊）

40,540,300＊
（������16.2%増＊）

41,926,000＊
（�����3.4%増＊）

〈����������43,324,100＊
3.3%増�〉

人民経済発展資金
〈������������923,068.4、歳出
の 41.6%＊、1.4%
増�〉

・・・

14,405,729＊（�歳
出の 41.3%�）
〈������������14,595,500、歳
出の 41.6％＊〉

16,743,143＊（�歳
出の 41.3%、
16.2%増＊）
〈������������16,243,900、歳
出の 41.8％＊〉

17,105,808＊
（�������������歳出の40.8%、2.2%
増＊）

・・・

　�������人民経済事業費
6,533,196＊（��歳出
の 22.7%、11.5%
減＊＊）

7,535,966＊（��歳出
の 23.3%、15.3%
増＊）

〈������������8,284,500、歳出
の 23.6％＊、9.9％
増＊〉

〈������������9,743,300、歳出
の 25.1％＊、17.6
％増＊＊〉

・・・ ・・・

　����基本建設 〈�����������349,750、歳出の
15.8%＊、0.3%増＊＊〉 ・・・ 〈������������5,231,400、歳出

の 14.9％＊〉

〈������������5,340,800、歳出
の 13.7％＊、2.1
％増＊＊〉

・・・ 〈������多くの資金�〉

人民福利増進資金 ・・・ ・・・ 14,231,325���（��歳出
の 40.8%�） ・・・ ・・・ ・・・

　������人民的施策費 ・・・ 13,098,996＊（��歳出
の40.5%�）

12,886,672＊（�歳
出の 36.9%＊）
〈������������12,856,900、歳
出の 36.6％＊〉

〈�������������14,214,000、歳出
の36.6％＊、10.3%
増�〉

（������膨大な資金�）
〈����������14,640,420＊＊、
歳出の 34.9％＊＊、
3%増�〉

・・・

　�������社会文化事業費 ・・・ ・・・ 〈������������1,362,400、歳出
の 3.9％＊〉

〈������������1,498,900、歳出
の3.9％＊、10％増＊＊〉 ・・・ ・・・

国防費

4,288,309＊（��歳出
の14.9%、5.7%増＊）
〈�������319,303＊、歳出の
14.4％、2.3％増＊〉

5,077,882＊（��歳出
の 15.7%、18.4％
増＊）
〈���������5,072,144＊、歳出
の 15.4％、18.2％
増＊〉

5,441,389＊（��歳出
の 15.6%、7.2％
増＊）
〈������������5,444,600、歳出
の 15.5％、7.2％
増＊〉

6,445,908＊（��歳出
の 15.9%、18.5％
増＊）
〈������������6,178,600、歳出
の 15.9％、13.5％
増＊〉

6,708,160＊（��歳出
の 16%、4.1％増＊）
〈���������6,670,575＊、歳
出の 15.9％、3.5
％増＊〉

〈���������6,845,208＊、歳
出の 15.8%、2.0
％増＊〉

国家管理費 ・・・ ・・・ 〈�����������205,400、歳出の
0.6％＊〉

〈�����������170,000、歳出の
0.4％＊〉 ・・・ ・・・

予備費 ・・・ ・・・ 〈��������200,000�〉 〈��������200,000�〉 ・・・ ・・・

表 5���������� � ���� ���　歳出内訳（2004 ～ 2007年） � （万ウォン）

（���������������������������������������������������������������������������注��������������������������������������������������������������������������）�������������������������������������������������������������������������＊は公式発表の数値をもと�������������������������������������������������������������に������������������������������������������������������������した筆者の計算値。＊＊は実績の発表の代わりに計画段階の数値を用いて操作した数値。��������������������〈　〉�����������������は計画段階の数値。無印は公式発表の
数値�。
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や
設
備
の
老
朽
化
が
進
ん
で
い
た
と
す
れ
ば
、
人
民
経
済
発
展
資
金
の
他

の
部
分
を
減
じ
て
ま
で
も
国
家
が
設
備
の
更
新
に
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な

ら
な
く
な
る
。
そ
し
て
、
そ
う
で
あ
っ
た
可
能
性
が
高
い
。

●
ま
と
め

国
家
予
算
の
歳
出
お
よ
び
歳
入
の
動
向
を
見
る
と
、
二
○
○
四
年
度
以

来
赤
字
が
続
い
て
い
る
こ
と
が
見
え
、
歳
入
の
増
加
率
が
逓
減
基
調
に
入

っ
た
可
能
性
が
あ
る
。
と
く
に
赤
字
の
原
因
は
、
歳
出
が
計
画
の
範
囲
内

に
収
め
ら
れ
る
傾
向
が
あ
る
の
に
対
し
て
、
歳
入
が
計
画
を
達
成
で
き
な

い
傾
向
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
歳
出
よ
り
も
歳
入
の
ほ
う
に
あ
る
こ
と
が
わ

か
る
。

歳
入
で
シ
ェ
ア
が
も
っ
と
も
高
い
国
家
企
業
利
得
金
に
つ
い
て
見
る
と
、

二
○
○
五
年
度
〜
○
六
年
度
を
除
い
て
、
そ
の
伸
び
が
芳
し
く
な
く
、
こ

れ
が
歳
入
全
体
の
足
を
引
っ
張
っ
て
い
る
こ
と
は
間
違
い
な
い
。
そ
し
て
、

国
家
企
業
利
得
金
を
支
え
る
工
業
部
門
の
生
産
の
伸
び
が
不
振
で
あ
る
こ

と
が
そ
の
も
っ
と
も
大
き
な
原
因
だ
と
見
ら
れ
る
。

工
業
部
門
の
生
産
の
伸
び
に
制
動
を
か
け
て
い
る
主
な
要
因
は
施
設
、

設
備
の
老
朽
化
で
あ
る
可
能
性
が
高
い
。
工
業
生
産
が
比
較
的
好
調
で
あ

っ
た
と
見
ら
れ
る
二
○
○
四
年
度
〜
○
五
年
度
に
関
し
て
も
、
歳
入
で
は

固
定
資
産
減
価
償
却
金
の
納
入
状
況
が
不
振
で
あ
り
、
一
方
の
歳
出
で
は

見
込
み
以
上
に
大
補
修
事
業
が
膨
れ
上
が
る
と
い
う
動
き
が
見
ら
れ
た
。

当
然
な
が
ら
、
工
業
生
産
が
不
調
で
あ
れ
ば
、
企
業
の
固
定
資
産
減
価
償

却
金
の
納
付
は
い
っ
そ
う
滞
る
こ
と
に
な
る
が
、
こ
れ
を
原
資
と
す
る
大

補
修
事
業
が
そ
の
分
実
施
さ
れ
な
く
な
る
と
施
設
、
設
備
の
老
朽
化
が
い

っ
そ
う
深
刻
な
も
の
に
な
り
、
工
業
生
産
は
さ
ら
に
打
撃
を
受
け
る
こ
と

に
な
る
。
二
○
○
六
年
度
に
歳
入
の
伸
び
の
実
績
が
計
画
よ
り
も
小
さ
か

っ
た
こ
と
、
二
○
○
七
年
度
の
予
算
計
画
で
歳
入
の
伸
び
を
低
く
見
込
ま

ざ
る
を
得
な
か
っ
た
の
は
、
施
設
、
設
備
の
老
朽
化
の
問
題
が
い
っ
そ
う

深
刻
な
も
の
と
な
っ
た
た
め
で
あ
る
と
推
定
さ
れ
る
。
そ
し
て
、
そ
れ
が

続
く
と
、
工
業
生
産
の
伸
び
は
い
っ
そ
う
抑
え
ら
れ
、
現
行
の
歳
入
の
仕

組
み
で
は
歳
入
総
額
も
逓
減
す
る
よ
う
に
な
る
と
予
測
さ
れ
る
。

こ
の
国
の
国
家
予
算
制
度
の
中
で
、
工
業
部
門
に
お
け
る
施
設
、
設
備

の
老
朽
化
の
問
題
を
解
決
す
る
に
は
、
財
政
上
も
っ
と
も
負
担
に
な
っ
て

い
る
国
防
費
を
削
減
し
て
、
工
業
部
門
へ
の
投
資
に
回
す
し
か
な
い
で
あ

ろ
う
。
こ
の
点
、
二
○
○
六
年
の
核
実
験
が
翌
二
○
○
七
年
度
予
算
で
の

国
防
費
の
削
減
を
も
た
ら
さ
な
か
っ
た
こ
と
は
、
こ
の
国
の
経
済
担
当
者

に
と
っ
て
も
残
念
な
こ
と
で
あ
っ
た
で
あ
ろ
う
。
二
○
○
八
年
度
以
降
も

国
防
費
が
現
行
の
シ
ェ
ア
の
ま
ま
で
あ
る
な
ら
ば
、
歳
出
で
は
人
々
の
生

活
に
関
す
る
人
民
福
利
増
進
資
金
の
ほ
う
に
し
わ
寄
せ
が
行
く
こ
と
に
な

ろ
う
。
そ
し
て
、
歳
入
面
で
は
工
業
部
門
の
国
家
企
業
利
得
金
の
納
入
も

滞
る
よ
う
に
な
る
で
あ
ろ
う
。

（ 

な
か
が
わ　

ま
さ
ひ
こ
／
ア
ジ
ア
経
済
研
究
所
地
域
研
究
セ
ン
タ

ー
）
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